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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第99期

第２四半期連結
累計期間

第100期
第２四半期連結
累計期間

第99期

会計期間

自2020年
４月１日
至2020年
９月30日

自2021年
４月１日
至2021年
９月30日

自2020年
４月１日
至2021年
３月31日

売上高 (千円) 21,642,935 26,511,228 44,805,269

経常利益 (千円) 385,337 1,937,561 1,512,505

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
(千円) 23,251 1,187,092 865,175

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 859,769 1,670,537 2,004,151

純資産額 (千円) 24,932,635 27,113,839 25,659,499

総資産額 (千円) 48,122,054 54,189,135 50,822,875

１株当たり四半期（当期）純利益 （ 円 ） 1.21 62.35 44.99

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（ 円 ） － － －

自己資本比率 （ ％ ） 50.3 48.7 49.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 942,732 1,086,889 2,332,345

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △888,151 △1,046,727 △1,526,176

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 454,669 △337,927 545,952

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(千円) 6,152,891 6,893,344 7,038,612

 

回次
第99期

第２四半期連結
会計期間

第100期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自2020年
７月１日
至2020年
９月30日

自2021年
７月１日
至2021年
９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
( 円 ) △3.53 34.15

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、第98期より株式報酬制度を導入しており、信託財産として三井住友信託銀行株式会社が保有する当

社株式を四半期連結財務諸表及び連結財務諸表において自己株式として計上しております。これに伴い、１

株当たり四半期（当期）純利益の算定上、当該信託が保有する当社株式を「普通株式の期中平均株式数」の

計算において控除する自己株式数に含めております。
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２【事業の内容】
当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記
載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期における世界経済は、国・地域ごとの新型コロナウイルスの感染状況や経済対策の違いを反映し
て、状況は多様なものとなっております。米国においては、ワクチン接種の普及が進んだことに加え、政府による
大規模な財政出動により、高水準な回復となり、欧州においては、ワクチンの普及とともに経済活動が回復傾向に
転じました。中国においては、石炭価格の高騰等を背景とした電力不足による製造業の停滞や、不動産市場におけ
る政府の投資抑制策により回復ペースが鈍化しているものの、デジタル関連需要の増加を背景とした好調な輸出を
主体として景気回復を維持しております。新興国においては、変異株による感染拡大から、経済活動の停滞が長期
化しております。また、いずれの国・地域においても電子部品・原材料の不足や価格上昇が経済活動の回復に対す
る懸念材料となっております。
わが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による経済活動への影響が長期化するなかで、Ｋ字回復と
呼ばれるように企業業態により二極化が鮮明となりました。サービス業や一部の運輸業は不振が続き、一方では、
情報・通信業や半導体関連などの製造業で需要が増加いたしました。
当第２四半期の業績につきましては、米国子会社においては、エネルギー需要等の回復を受けて、主力のプロセ
ス関連製品及び産業機械関連製品を中心に、売上が増加いたしました。国内においても、前年同期においては低迷
していた設備投資需要が回復し、なかでも回復が著しい半導体業界向及び建設機械業界向の売上が増加いたしまし
た。これにより、売上高は265億11百万円（前年同期比22.5％増）となりました。損益面につきましては、売上高
の増加に伴い、営業利益は18億円（前年同期比339.5％増）、経常利益は19億37百万円（前年同期比402.8％増）、
親会社株主に帰属する四半期純利益は11億87百万円（前年同期は23百万円）となりました。
 
　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。
 
圧力計事業
　圧力計事業では、米国子会社においては、エネルギー需要の回復影響により、プロセス業界向、産業機械業界向
の売上が増加いたしました。国内においては、半導体業界向、空圧機器業界向、空調・管材業界向の売上が増加い
たしました。
　この結果、圧力計事業の売上高は124億74百万円（前年同期比13.3％増）となりました。
 
圧力センサ事業
　圧力センサ事業では、米国子会社においては、圧力計事業と同様に、プロセス業界向、産業機械業界向の売上が
増加いたしました。国内においては、自動車搭載用圧力センサは受注減少により売上が減少いたしましたが、半導
体業界向、建設機械業界向の売上が特に大きく増加し、産業機械業界向、プロセス業界向、空調・管材業界向の売
上もまた増加いたしました。
　この結果、圧力センサ事業の売上高は88億48百万円（前年同期比42.5％増）となりました。
 
計測制御機器事業
　計測制御機器事業では、工場生産自動化設備用の空気圧機器及び自動車・電子部品関連業界向のエアリークテス
ターの売上が増加いたしました。
　この結果、計測制御機器事業の売上高は23億23百万円（前年同期比9.2％増）となりました。
 
ダイカスト事業
　ダイカスト事業では、自動車業界を主要取引先としているダイカスト製品の売上が増加いたしました。
　この結果、ダイカスト事業の売上高は19億36百万円（前年同期比25.7％増）となりました。
 
その他事業
　その他事業では、自動車用電装品の売上が増加いたしました。
　この結果、その他事業の売上高は９億28百万円（前年同期比23.3％増）となりました。
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　当第２四半期連結会計期間末の総資産は541億89百万円となり、前連結会計年度末に比べ33億66百万円増加いた

しました。主な要因は、売上高増加により受取手形、売掛金及び契約資産と電子記録債権が増加したことによりま

す。

　負債は270億75百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億11百万円増加いたしました。主な要因は、支払手形

及び買掛金が９億64百万円、短期借入金が４億33百万円、未払法人税等が３億82百万円増加したことによります。

　また、純資産は271億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億54百万円増加いたしました。主な要因は、

利益増加により利益剰余金が９億75百万円、為替換算調整勘定が４億28百万円増加したことによります。この結

果、自己資本比率は48.7％となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、68億93百万円となり、前

連結会計年度末に比べ１億45百万円の減少となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、得られた資金は10億86百万円（前年同四半期は９億42百万円の収入）となりました。

　資金増加の要因は、税金等調整前四半期純利益19億34百万円及び仕入債務の増加額８億90百万円により資金が増

加したことによるものであり、資金減少の要因として売上債権の増加額18億61百万円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は10億46百万円（前年同四半期は８億88百万円の支出）となりました。

　これは主に、資金減少の要因として生産設備等の有形固定資産の取得による支出10億51百万円があったことによ

るものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は３億37百万円（前年同四半期は４億54百万円の収入）となりました。

　これは主に、資金増加の要因として短期借入金の純増加額３億18百万円により資金が増加したことによるもので

あり、資金減少の要因として長期借入金の返済による支出（純額）４億48百万円、配当金の支払額２億10百万円が

あったことによるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は６億45百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】
　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,840,000

計 54,840,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,432,984 19,432,984
東京証券取引所　

市場第一部
単元株式数100株

計 19,432,984 19,432,984 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年７月１日～
2021年９月30日

－ 19,432,984 － 4,380,126 － 4,449,680

 

（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,743 9.08

エア・ウォーター株式会社 大阪府大阪市中央区南船場２丁目12番８号 1,402 7.30

長野計器取引先持株会 東京都大田区東馬込１丁目30番４号 1,360 7.08

株式会社八十二銀行 長野県長野市中御所字岡田178番地８ 842 4.39

日本酸素ホールディングス株式会

社
東京都品川区小山１丁目３番26号 700 3.64

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 629 3.28

宮下　茂 神奈川県藤沢市 578 3.01

日本電産サンキョー株式会社 長野県諏訪郡下諏訪町5329 521 2.71

八十二キャピタル株式会社 長野県長野市南長野南石堂町1282番地11 505 2.63

戸谷　直樹 長野県上田市 501 2.61

計 － 8,783 45.73

（注）上記のほか、自己株式が228,513株あります。自己株式には、「株式報酬制度」に基づき三井住友信託銀行株式会
社が所有する当社株式（166,500株）は含まれておりません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 228,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,167,200 191,672 同上

単元未満株式 普通株式 37,284 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  19,432,984 － －

総株主の議決権  － 191,672 －

（注）１．証券保管振替機構名義の株式254株は「完全議決権株式（その他）」の欄に200株、「単元未満株式」の欄

に54株含まれております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の

数２個が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式報酬制度の信託財産として三井住友信託銀行株式会社が保

有する当社株式166,500株（議決権の数1,665個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

長野計器株式会社
東京都大田区東馬込

１丁目30番４号
228,500 － 228,500 1.18

計 － 228,500 － 228,500 1.18

（注）１．当第２四半期会計期間末の自己株式数は、228,513株であります。

     ２．株式報酬制度の信託財産として三井住友信託銀行株式会社が所有する当社株式166,500株については、上

記の自己株式等に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,065,868 7,902,125

受取手形及び売掛金 8,985,607 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 9,987,503

電子記録債権 1,586,483 2,592,978

棚卸資産 ※２ 10,122,725 ※２ 10,734,193

その他 877,281 1,142,398

貸倒引当金 △165,656 △179,088

流動資産合計 29,472,311 32,180,110

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 11,087,400 11,219,938

減価償却累計額 △8,950,847 △9,072,187

建物及び構築物（純額） 2,136,553 2,147,750

機械装置及び運搬具 19,138,337 20,166,026

減価償却累計額 △16,424,819 △17,049,936

機械装置及び運搬具（純額） 2,713,517 3,116,089

土地 4,320,332 4,403,931

リース資産 1,101,589 1,140,640

減価償却累計額 △721,043 △783,872

リース資産（純額） 380,545 356,767

建設仮勘定 1,030,442 1,172,249

その他 4,420,952 4,489,790

減価償却累計額 △4,124,126 △4,171,934

その他（純額） 296,825 317,856

有形固定資産合計 10,878,217 11,514,646

無形固定資産   

のれん 116,193 93,586

リース資産 32,623 27,519

その他 886,495 854,148

無形固定資産合計 1,035,312 975,254

投資その他の資産   

投資有価証券 8,319,047 8,546,943

退職給付に係る資産 50,818 51,807

繰延税金資産 248,424 249,704

その他 1,099,357 956,928

貸倒引当金 △280,613 △286,258

投資その他の資産合計 9,437,034 9,519,124

固定資産合計 21,350,564 22,009,024

資産合計 50,822,875 54,189,135
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,528,070 4,493,056

短期借入金 6,454,799 6,888,625

１年内返済予定の長期借入金 1,253,070 1,236,356

リース債務 171,959 163,460

未払法人税等 540,053 922,384

賞与引当金 893,776 872,197

その他 2,550,151 2,819,414

流動負債合計 15,391,881 17,395,495

固定負債   

社債 － 80,000

長期借入金 4,867,232 4,568,439

リース債務 297,536 272,885

繰延税金負債 1,250,686 1,235,637

役員退職慰労引当金 109,163 96,014

退職給付に係る負債 3,031,323 3,120,400

株式給付引当金 28,545 37,833

資産除去債務 32,949 32,949

その他 154,058 235,640

固定負債合計 9,771,494 9,679,800

負債合計 25,163,376 27,075,296

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,380,126 4,380,126

資本剰余金 4,451,407 4,451,407

利益剰余金 14,816,642 15,792,483

自己株式 △327,169 △327,336

株主資本合計 23,321,007 24,296,681

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,023,904 4,135,600

為替換算調整勘定 △1,559,097 △1,130,889

退職給付に係る調整累計額 △866,443 △910,209

その他の包括利益累計額合計 1,598,363 2,094,500

非支配株主持分 740,128 722,656

純資産合計 25,659,499 27,113,839

負債純資産合計 50,822,875 54,189,135
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 21,642,935 26,511,228

売上原価 15,515,633 18,868,335

売上総利益 6,127,302 7,642,893

販売費及び一般管理費 ※ 5,717,688 ※ 5,842,603

営業利益 409,613 1,800,289

営業外収益   

受取利息 5,722 9,894

受取配当金 74,717 79,552

持分法による投資利益 22,748 64,174

雇用調整助成金 49,262 16,209

その他 95,891 120,801

営業外収益合計 248,343 290,633

営業外費用   

支払利息 101,336 83,854

為替差損 117,694 16,340

その他 53,587 53,167

営業外費用合計 272,619 153,361

経常利益 385,337 1,937,561

特別利益   

固定資産売却益 60 454

特別利益合計 60 454

特別損失   

固定資産売却損 1,684 －

固定資産除却損 2,680 3,558

特別損失合計 4,365 3,558

税金等調整前四半期純利益 381,033 1,934,456

法人税、住民税及び事業税 250,882 770,153

法人税等調整額 89,464 △9,753

法人税等合計 340,346 760,400

四半期純利益 40,686 1,174,056

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
17,435 △13,035

親会社株主に帰属する四半期純利益 23,251 1,187,092
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益 40,686 1,174,056

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,317,483 111,655

為替換算調整勘定 △512,387 403,951

退職給付に係る調整額 36,813 △43,766

持分法適用会社に対する持分相当額 △22,826 24,639

その他の包括利益合計 819,082 496,480

四半期包括利益 859,769 1,670,537

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 842,198 1,683,229

非支配株主に係る四半期包括利益 17,570 △12,691
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 381,033 1,934,456

減価償却費 632,146 728,487

貸倒引当金の増減額（△は減少） 74,057 11,288

賞与引当金の増減額（△は減少） △65,677 △31,333

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,745 42,672

受取利息及び受取配当金 △80,440 △89,447

支払利息 101,336 83,854

手形売却損 27,287 21,355

持分法による投資損益（△は益） △22,748 △64,174

売上債権の増減額（△は増加） 812,215 △1,861,462

棚卸資産の増減額（△は増加） △134,353 △345,268

仕入債務の増減額（△は減少） △460,934 890,222

未払消費税等の増減額（△は減少） △154,074 1,119

その他 103,964 91,698

小計 1,211,068 1,413,468

利息及び配当金の受取額 94,240 121,595

利息及び手形売却に伴う支払額 △126,830 △105,673

雇用調整助成金の受取額 － 14,933

保険金の受取額 － 44,220

法人税等の支払額 △235,746 △401,654

営業活動によるキャッシュ・フロー 942,732 1,086,889

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △511,545 △475,990

定期預金の払戻による収入 535,267 494,465

有形固定資産の取得による支出 △716,691 △1,051,454

有形固定資産の売却による収入 1,750 965

投資有価証券の取得による支出 △5,271 △5,442

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△132,024 －

長期貸付金の回収による収入 3,880 －

その他 △63,515 △9,270

投資活動によるキャッシュ・フロー △888,151 △1,046,727
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 919,576 318,742

長期借入れによる収入 560,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △718,737 △648,235

自己株式の取得による支出 △114 △167

配当金の支払額 △214,114 △210,677

非支配株主への配当金の支払額 △5,183 △7,619

その他 △86,756 10,028

財務活動によるキャッシュ・フロー 454,669 △337,927

現金及び現金同等物に係る換算差額 △168,153 152,497

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 341,096 △145,268

現金及び現金同等物の期首残高 5,811,794 7,038,612

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,152,891 6,893,344
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高に

与える影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について

新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第12号2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契

約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

　　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年９月30日）

受取手形割引高 1,858,003千円 1,833,260千円

電子記録債権割引高 1,206,690千円 896,573千円

 

　※２　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年９月30日）

商品及び製品 5,092,375千円 5,183,957千円

仕掛品 2,896,358 3,332,632

原材料及び貯蔵品 2,133,991 2,217,602

 

（四半期連結損益計算書関係）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
　　至 2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
　　至 2021年９月30日）

荷造運賃 242,445千円 288,022千円

給与諸手当 2,187,874 2,370,189

福利厚生費 506,288 512,455

賞与引当金繰入額 137,912 147,526

退職給付費用 72,671 75,558

貸倒引当金繰入額 89,877 15,024

減価償却費 186,862 190,623

研究開発費 642,387 641,646

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

現金及び預金勘定 7,140,192千円 7,902,125千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △987,301 △1,008,781

現金及び現金同等物 6,152,891 6,893,344
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

配当に関する事項

１．配当金支払額

　（決議） 株式の種類
　配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
　普通株式 213,586 11.0 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

（注）2020年６月26日定時株主総会決議の配当金の総額には、株式報酬制度の信託財産として三井住友信託銀行株式会

社が所有する当社株式に対する配当金1,870千円が含まれています。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　（決議） 株式の種類
　配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月12日

取締役会
　普通株式 213,585 11.0 2020年９月30日 2020年11月30日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式報酬制度の信託財産として三井住友信託銀行株式会社が所有する当社株式に対する配当

金1,831千円が含まれています。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

配当に関する事項

１．配当金支払額

　（決議） 株式の種類
　配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
　普通株式 211,250 11.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

（注）2021年６月29日定時株主総会決議の配当金の総額には、株式報酬制度の信託財産として三井住友信託銀行株式会

社が所有する当社株式に対する配当金1,831千円が含まれています。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　（決議） 株式の種類
　配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月12日

取締役会
　普通株式 211,249 11.0 2021年９月30日 2021年11月29日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式報酬制度の信託財産として三井住友信託銀行株式会社が所有する当社株式に対する配当

金1,831千円が含まれています。
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（セグメント情報等）

（セグメント情報）
Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3
 圧力計

圧力

センサ

計測制御

機器

ダイ

カスト
計

売上高          

(1）外部顧客に対

する売上高
11,014,273 6,208,061 2,127,892 1,540,035 20,890,262 752,673 21,642,935 － 21,642,935

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

747 12,889 3,200 － 16,837 102 16,939 △16,939 －

計 11,015,020 6,220,951 2,131,092 1,540,035 20,907,100 752,775 21,659,875 △16,939 21,642,935

セグメント利益

又は損失（△）
78,466 194,664 129,300 △25,581 376,850 31,364 408,215 1,398 409,613

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び自動車用電装
品事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額1,398千円は、セグメント間取引消去の金額となります。
３. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
　該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3
 圧力計

圧力

センサ

計測制御

機器

ダイ

カスト
計

売上高          

(1）外部顧客に対

する売上高
12,474,746 8,848,366 2,323,829 1,936,165 25,583,107 928,120 26,511,228 － 26,511,228

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,603 15,860 1,477 － 18,941 179 19,120 △19,120 －

計 12,476,349 8,864,226 2,325,307 1,936,165 25,602,049 928,299 26,530,348 △19,120 26,511,228

セグメント利益

又は損失（△）
568,882 991,650 196,694 △40,444 1,716,783 78,698 1,795,481 4,808 1,800,289

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び自動車用電装
品事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額4,808千円は、セグメント間取引消去の金額となります。
３. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　　当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント その他

（注）
合計

圧力計 圧力センサ 計測制御機器 ダイカスト 計

産業機械・

プロセス向製品
7,292,818 3,376,479 － － 10,669,297 － 10,669,297

FA空圧向製品 3,100,290 － － － 3,100,290 － 3,100,290

空調管材向製品 916,630 233,760 － － 1,150,390 － 1,150,390

半導体向製品 1,165,006 2,304,822 － － 3,469,828 － 3,469,828

 自動車向製品 － 699,849 － － 699,849 － 699,849

建設機械向製品 － 2,233,455 － － 2,233,455 － 2,233,455

計測制御機器 － － 2,323,829 － 2,323,829 － 2,323,829

ダイカスト － － － 1,936,165 1,936,165 － 1,936,165

その他 － － － － － 928,120 928,120

外部顧客への

売上高
12,474,746 8,848,366 2,323,829 1,936,165 25,583,107 928,120 26,511,228

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び自動車用電装品

事業を含んでおります。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

　１株当たり四半期純利益 1円21銭 62円35銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
23,251 1,187,092

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
23,251 1,187,092

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,246 19,038

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、株式報酬制度を導入しており、当該信託が保有する当社株式を四半期連結財務諸表において自己株式

として計上しています。これに伴い、１株当たり四半期純利益の算定上、当該信託が保有する当社株式を「普

通株式の期中平均株式数」の計算において控除する自己株式数に含めています。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第２四半期連結累計期間に

おいて166,500株であり、前第２四半期連結累計期間169,980株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

長野計器株式会社(E02329)

四半期報告書

19/23



２【その他】

　2021年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　211,249千円

（ロ）１株当たりの額　　　　　　　　　　　11円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　2021年11月29日

（注）１．2021年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、株式報酬制度の信託財産として三井住友信託銀行株式会社が所有する当社株式に対

する配当金1,831千円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   2021年11月11日

長野計器株式会社    
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 　　　東　京　事　務　所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 京嶋　清兵衛

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大村　広樹

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている長野計器株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、長野計器株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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